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2025 年 11 月 18 日にリリースされた Gemini 3 Pro は、最先端の推論能力、マルチモ

ーダル処理、1 百万トークンのコンテキストウィンドウを持つ AI モデルとして、知的財

産活動に革命的な変化をもたらしています。 

主要な技術革新 

• 1 百万トークンのコンテキストウィンドウと最大 64,000 トークンの出力能力 

• マルチモーダル推論で MMMU-Pro で 81%、Video-MMMU で 87.6%のスコアを

達成 

• ARC AGI 2 で 31.1%（前世代 4.9%から大幅改善）、GPQA Diamond で 91.9%の

精度 

 

1. 従来の AI ツールの限界と課題 

1.1 特許図面解析の技術的制約 

従来の AI ツールは以下の限界を抱えていました： 

• STEP、IGES などの CAD フォーマットからの直接的な幾何学情報抽出が困難 

• 複雑な技術図面の詳細理解において、アナログ時計の時刻認識すら困難 

• 特許庁の提出要件への適合性確保の課題 

1.2 大規模文書処理の課題 

• 従来の手法では、完全な特許出願書類の作成に数週間から数ヶ月を要する 



• 文脈保持の失敗により、長大な特許文献の一貫性維持が困難 

• 複数の先行技術文献間の関連性抽出能力の不足 

1.3 法的推論の精度不足 

• クレーム解釈の複雑性への対応困難 

• 侵害・非侵害の論理構築支援の限界 

• 新規性・進歩性判断の自動化における課題 

 

2. Gemini 3 Pro による革新的な IP 業務変革 

2.1 特許調査・分析の高度化 

概念検索の実現 

• 言語や構造が異なっても意味的に類似した先行技術を特定し、数秒で数百万

の文書を分析 

• キーワードベースから概念理解へのパラダイムシフト 

包括的な先行技術分析 

1 百万トークンのコンテキストウィンドウにより、数百ページの文書、数時間の会議記

録、またはコードベース全体を一度に処理可能となり、以下が実現： 

• 過去 10 年分の市場レポート、財務諸表の一括分析 

• 特許ファミリー全体の矛盾点・関連性の自動抽出 

• 複雑な技術分野での包括的な無効化調査 

2.2 特許図面・マルチモーダル解析の革新 

高度な図面理解 

• USPTO の DesignVision のような AI 画像検索ツールとの連携により、80 以上

のグローバル登録から画像類似性に基づく検索結果を提供 

• 特許図面、フローチャート、回路図の自動解析と文書との整合性確保 

• 意匠権における 3 次元形状比較の精度向上 



動画・音声コンテンツの著作権分析 

• 動画内の技術的説明と特許クレームの自動マッピング 

• 製品デモンストレーションからの特徴抽出 

• 音声商標やジングルなどの非伝統的商標の類似性分析 

2.3 クレーム解釈・侵害分析の自動化 

自動クレームチャート生成 

• ClaimChart LLM のような最先端 LLM を活用し、手動方法と比較して検索時

間を 75%短縮 

• 複数の特許や製品に対する詳細なクレームチャートを数分で生成 

• 文脈理解に基づく高精度なクレーム要素マッピング 

侵害リスク評価の高度化 

• セマンティック検索と文脈分析により、異なる用語が使用されていても特許侵

害を認識 

• リアルタイムでの新規特許・製品リリースモニタリング 

• 法的関連性と技術的関連性に基づく潜在的違反のランク付け 

2.4 新規性・進歩性評価の革新 

自動新規性スコアリング 

• 既存特許と比較した発明のユニーク性を定量化する即時新規性スコアを提供 

• Patsnap AI エージェントは、上位 100 件の結果で 76%の X 検出率と 32%の X

リコール率を達成 

進歩性の多面的評価 

• 技術分野横断的な類似概念の検出 

• 当業者の技術常識を考慮した自明性判断 

• 複数の引用文献の組み合わせによる進歩性評価 

 



3. 日本企業・特許庁の対応戦略 

3.1 日本の知的財産戦略 2025 

日本政府は 2025 年 6 月 3 日に「知的財産推進計画 2025」を発表し、2035 年までに

知的財産競争力を世界トップ 4 に引き上げる目標を設定しました： 

• AI を活用した競争力のある知的財産創出 

• 特許書類作成、先行技術調査の自動化推進 

• 視聴覚コンテンツの自動生成への対応 

3.2 日本特許庁（JPO）の取り組み 

審査の高速化と品質向上 

• 2024 年 3 月にファーストアクション期間 10 ヶ月、総係属期間 14 ヶ月の目標

を達成 

• AI 技術を活用した審査支援システムの導入 

• AI に関連する技術の特許審査事例を追加公表 

AI 発明者問題への対応 

• 2025 年の DABUS 事件において、東京地裁および知財高裁は生成的 AI が

発明者として認められないと判断 

• 一方で、AI を活用した発明の特許性については前向きな検討を継続 

3.3 日本企業の実装事例 

2025 年度、日本は AI 関連活動に約 1,969 億円を割り当て、主要産業での活用が進

展： 

• 金融サービス：不正検知、市場動向予測、自動レポート生成 

• ヘルスケア：診断支援システム、創薬の分子構造設計 

• 製造業：予知保全システム、自然言語制御ロボティクス 

 



4. 実用化される高度な IP 業務フロー 

4.1 特許ポートフォリオ管理の変革 

価値評価の自動化 

• 引用頻度、市場インパクト、技術的重要性などの要因を評価し、各特許に価

値スコアを割り当て 

• 高価値特許の維持・ライセンス・開発優先順位付け 

• 放棄候補特許の自動識別 

競合分析の深化 

• 競合他社の特許活動のリアルタイム追跡 

• 技術ギャップとホワイトスペースの特定 

• M&A 候補企業の IP 資産評価 

4.2 商標分析の高度化 

グローバル商標監視 

• テキスト、画像、音声、動画商標を含むマルチモーダル分析 

• 言語横断的な類似性検出 

• ブランド侵害の早期発見と対応 

デザイン保護の強化 

• 3D 形状商標の類似性評価 

• メタバース空間での意匠権侵害検出 

• NFT アートの著作権管理 

4.3 技術移転・ライセンシングの最適化 

ライセンス機会の自動発見 

• PatDigger LLM は最大 60%の精度でトップライセンシング機会を特定 

• 製品機能と特許クレームの自動マッピング 

• 潜在的パートナーの推奨 



技術評価の高度化 

• 特許の市場価値予測 

• 技術成熟度の評価 

• 商業化可能性スコアリング 

 

5. 今後の展望と推奨事項 

5.1 IP 部門への戦略的提言 

1. 段階的導入アプローチ 

o パイロットプロジェクトでの効果検証 

o 重要度の低い案件での試験運用 

o 成功事例の横展開 

2. 人材育成とスキル転換 

o AI ツール活用研修の実施 

o プロンプトエンジニアリング能力開発 

o 戦略的思考への注力 

3. 品質管理体制の構築 

o AI 出力の人的レビュープロセス確立 

o 法的要件への適合性確認 

o 継続的な精度改善 

5.2 投資対効果の見込み 

• コスト削減: 特許調査・分析コストの 50-70%削減 

• 時間短縮: クレームチャート作成時間を数日から数分に短縮 

• 精度向上: 先行技術の見逃しリスクを大幅に低減 

• 戦略強化: データドリブンな IP 戦略立案の実現 

5.3 リスク管理と留意点 

1. 機密情報の取り扱い 

o データセキュリティポリシーの確立 

o オンプレミス展開の検討 



o アクセス権限管理の徹底 

2. 法的責任の明確化 

o AI 判断の最終責任者の明確化 

o 品質保証プロセスの文書化 

o 監査証跡の保持 

3. 倫理的配慮 

o AI バイアスへの対応 

o 透明性の確保 

o 公平性の維持 

 

結論 

Gemini 3 Pro の登場により、知的財産活動は従来の限界を超えた新たな段階に入り

ました。百万トークンの処理能力と高度なマルチモーダル理解により、企業レベルの

推論とエージェント型 AI が実現し、IP 専門家の役割は単純作業から戦略的意思決

定へとシフトしています。 

日本企業がグローバル競争力を維持・強化するためには、この技術革新を積極的に

取り入れ、IP 戦略の根本的な見直しを行うことが不可欠です。Gemini 3 Pro は単なる

ツールではなく、知的財産管理の未来を形作る戦略的パートナーとなるでしょう。 

今こそ、AI との協働による新たな IP 管理体制の構築に着手すべき時です。 
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